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中国家電産業に関する一考察 
    

劉  婭 倩 

要   旨 

改革开放以来,中国的经济得到了高速发展,人民的生活水平也稳步提高。物质生活

的提高,一方面促使人们对物质的需求也越来越高,特别是对商品的品质要求;另一方面

也加速了生活的电器化。这一变化,导致了中国家电行业的快速发展和家电企业间的剧

烈竞争。但是,由于长期过于激烈的企业竞争,特别是无止境的价格竞争战,使得多数中

国家电企业徒有其表。本文通过对中国家电产业的成长过程及现状、企业竞争、中日企

业提携等方面进行分析探讨,从中吸取经验教训,提出对今后中国家电产业的展望,并为

以后的研究奠定基础。 

 

キーワード……競争力 市場シェア ブランド 提携 

はじめに 
    
本稿の課題は改革開放以来の中国の家電産業の発展過程を整理し、中国家電企業の生き残る

経営戦略を考察検討し、その特徴を明らかにすることにある。特に家電産業の歴史と現在、テ

レビ産業と企業提携の事例を中心に分析し、研究を行うものである。 

二十年余りの努力を経て、中国はついに世界貿易機関(WTO)に加盟することができた。WTO

加盟によって、中国は発展途上国としていろいろな特恵を享受することができる一方、各種産

業は基盤が弱いため国際市場から直接さまざまな圧力を受けることにもなる。特に中国の家電

産業において、今までにない挑戦に直面し、一方ではかつてないほどのチャンスを迎えること

にもなる。この際、家電産業が置かれている現状を理解し、その優位性を活かすことで世界経

済の一体化という挑戦に臨むということは、あらゆる家電企業にとって重要な課題1)である。 

中国における家電製品の消費は改革開放以降に始まった。中国の家電産業は当初、完全な輸

入代替型産業であり、外国からの完成品輸入を輸入制限によって防ぐ一方、日本などからの技

術移転（生産ライン導入）によって家電製品の国産化を進めた2)。1980 年代の間にカラーテレ

ビ、洗濯機、冷蔵庫などに対する国内需要が飛躍的に拡大し、その結果、国内の産業も急成長

した。1990 年代前半までは日本の家電製品が中国の家電製品より強い競争力を持っていること

は誰でも疑う余地のない事実であったが、1990 年代初頭からの外国製品との競争、そして国内

企業同士の競争に揉まれる中で、中国の家電メーカーは実力を付けていった。テレビ、冷蔵庫、
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洗濯機など、それぞれの産業に 100 社近くの企業がひしめき合う状態だったが、激しい競争の

中で競争力の強い企業がシェアを拡大していった。代表的な企業として海爾（ハイアール）、上

海広電3)、TCL4)があげられる。また、個別製品に強い企業、例えばカラーテレビでは長虹、康

佳、創維などの名前があがる。 

本稿では、中国家電産業発展の流れを整理し、テレビ業界、中日企業の提携の事例を通して

研究を進める。また、これからの中国家電産業の発展について、新たな方向を提示できたらと

筆者は思う。 

 

一、中国における家電産業の流れ 
    

（1）中国家電産業の歴史的な変遷 
  

中国家電産業の発展は、1970年代末に始まった改革開放以降のことである。それ以前では、

重化学工業優先の経済政策のもとで消費財生産部門は停滞し、家電産業も著しく立ち遅れた状

況5)にあった。 

 中国における家電製品の国産化は先発工業国より大幅に遅れていた。テレビは家電製品のな

かでも、教育・宣伝の道具として政府に重視されたが、1960年代当初の経済政策の重点は国防

力の増強と重化学工業化の拡大であったため、テレビなど、耐久消費財の生産は限定されてい

た。1970年代末頃、一般家庭にある家電製品はラジオ、ラジカセ、扇風機などであり、テレビ

や白物家電の普及率は極めて低かった6)。 

 1970年代以来、中米国交関係の改善に伴って、中国における国際環境が緩和された。それに

よって、中国政府は従来の重工業重視の発展戦略から国民生活に関わる消費財の向上に焦点を

置いた。また、欧米諸国や日本からの技術の導入もこの時期であった。しかし、当時の中国の

国内企業は生産力が低く、製品の品質も悪かった。そのため、改革開放政策の成果によって日々

上昇している国民の購買力について行けなかった。結局中国企業は国内の需要に対応できず、

消費財の輸入ブームをもたらした。特に、抑圧されていた家電製品の需要は急激に伸びていっ

た。 

 1990年代に入ると、経済改革の加速と共に家電産業の生産規模は拡大され、家電製品は輸入

依存から家電の基幹部品を含め家電製品の国産化に移行した。また、生産規模や、技術及び品

質の面においても世界水準に達するようになった。世界の家電生産量に占める中国のテレビ（白

黒含む）、冷蔵庫、洗濯機のシェアをみると、1979年には、それぞれ、2.1％、0.1％、0.1％か

ら、1999年には、36.7％、17.1％、24.6％へと急上昇し、いずれも世界トップ水準7)である。 
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（2）中国家電産業の現状 
    

各業界の中で競争が一番激しいと思われる中国家電業界は80年代から90年代後半にかけて価

格破壊と過剰競争の中で業界の統合、淘汰を繰り返してきた。価格破壊型の競争の中で、規模

のメリットを生かしてコスト削減ができ、かつ低価格競争に応じる体力と資金力のある総合家

電メーカーは生き残り、市場占有率の配分が10年前の10社程度に分散していた状況から現在の

10数社程度に握られる状況まで集約された。 

 

 ①「都市」8)と「農村」の消費財の格差 

都市と農村の消費財の格差は、表 1「消費財の普及率」を見るとわかる。テレビの普及率を

見ると、1997 年ごろから都市部では既に 100％を超えている。洗濯機も 1998 年から 90％以上

の普及率である。しかし全国的に見ると、農村の水準は都市より大幅遅れている。そういう意

味では、更なる需要拡大の余地は潜在的にはあると考えられる。「都市にはお金はあるけれども、

もう買いたいものがない。農村では、買いたいものはあるけれども、お金がない状況だ」とい

う言い方もある。これに対して、都市部の買い換え需要しか見込めないという中においても、

より高付加価値の機器、たとえばテレビであれば、より大型化、より高機能化、平面テレビへ

の展開が見込めるのではないかと思う。しかし総じていうならば、価格競争、値引き競争が起

こっているというのが現在の中国市場の特徴9)である。 

 

②苛烈な国内競争 

    中国の家電産業は外資進出による外資系企業と国内企業という2つのグループに分かれてい

る。90年代の半ばまで内外の市場において外資系企業の優位は鮮明であった。巨大な資本力と

技術力、高度な品質等に物を言わせていた。 

外資企業の快走に対して、国内企業は80年代の初頭に海外からの生産ラインの導入で家電生

産に乗り出した。当時の消費財供給が不足した市場を背景に、全国各地方において一斉に家電

メーカーが立ちあがった。技術導入による家電産業への参入は難しくなかったためにメーカー

は乱立した。しかしその後、全国統一市場の形成や、過酷な競争等によって家電生産は徐々に

国内大手企業へと収斂されてきた。表2は1998年6月末の、全国市場における上位10社のシェア

を表すものである。これらの各家電製品における上位10社の大半は国内企業である。また上位

10社のシェアは極めて高い。乱立した家電メーカーを収斂させ、外資企業から市場を奪い返し

たのは、中国における規模の生産、低価格、高品質、強力な販売・サービス網の形成に向けた

過酷な競争10)であった。 
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表 1：消費財の普及率（都市、農村とも 100世帯当たり） 

都 市 

 95 96 97 98 99 2000 

自家用車 na na 0.3 0.3 0.3 0.5 

洗濯機 89.0 90.1 89.1 90.6 91.4 90.5 

冷蔵庫 66.2 69.7 73.0 76.1 77.7 80.1 

エアコン 8.1 11.6 16.3 20.0 24.5 30.8 

電子レンジ na na 5.4 8.5 12.2 17.6 

カラーテレビ 89.8 93.5 100.5 105.4 111.6 116.6 

白黒テレビ 28.0 25.5 na na na na 

VCD、DVD等 na na 7.9 16.0 24.7 37.5 

パソコン na na 2.6 3.8 5.9 9.7 

携帯電話 na na 1.7 3.3 7.1 19.5 

 

農 村 

    

 95 96 97 98 99 2000 

バイク 4.9 8.4 10.9 13.5 16.5 21.9 

洗濯機 16.9 20.5 21.9 22.8 24.3 28.6 

冷蔵庫 5.2 7.3 8.5 9.3 10.6 12.3 

エアコン 0.2 na na na 0.7 1.3 

カラーテレビ 63.8 65.1 65.1 63.5 62.4 53.0 

白黒テレビ 16.9 22.9 27.3 32.6 38.2 48.7 

電話機 na na na na na 26.4 

    

出所：船矢祐二「中国経済の現状と対中投資」JMC2002.4  

http://www.jmcti.org/jmchomepage/jmcjournal/data/2002.4/koen01.pdf 

       2004.10.10参照。 

    

    

    

    



現代社会文化研究 No.31 2004年 11月 

 - 201 -

表2：1998年6月末における上位10社の市場シェア 

    

製品名製品名製品名製品名    上位上位上位上位10社の市場シェア社の市場シェア社の市場シェア社の市場シェア    

カラーテレビ 83.2% 

冷蔵庫 94.1% 

洗濯機 85.3% 

エアコン 83.9% 

VCD 84.3% 

DVD 98.0% 

音響機器 93.8% 

ビデオ 97.5% 

電子レンジ 85.4% 

出所:周牧之「情報革命と中国の工業化――電子産業と地域開発を中心に―」 

（財）国際開発センター、98-01004、 

http://www.taf.or.jp/publication/kjosei_15/pdf/P352-P360.pdf     2004.10.12. 

 

中国情報産業部(MII)発表の2001 年中国家電メーカーランキングでみると、売上高トップ10 

社はいずれも品質、サービス、価格などの強みを生かして競争に生き残った企業である(表3)。

ランキングトップの｢海爾集団｣は他社を遥かに上回る602 億人民元の売上高(前年比48.3％増)

を記録した。一方で各社の利益率をみると、売上高利益率が3.0％以上の企業はわずか5社、利

益率の最も高い企業でも5.2％に過ぎず、中国家電業界の激しい競争が業界各社の利益率を圧迫

していることが窺える。 

しかしながら、激しい業界競争の中でブランド価値を高めた家電メーカーも幾つかある。2001 

年の民族系ブランド価値評価ランキングによると、中国ブランド価値トップ5社(表4)の中で民

族系家電メーカーは｢海爾｣、｢長虹｣及び｢TCL｣の計3社が入っている。特に最近日本市場で自社

ブランドによる家電販売をスタートした｢海爾｣、日本企業と提携を進める「TCL」などは急ピ

ッチで国内と海外でビジネス展開をしているため、市場参加者から大いに注目を浴びている11)。 
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表3：中国家電メーカーの売上高ランキング（2001年） 

順位順位順位順位    会社名会社名会社名会社名    売売売売    上上上上    高高高高    

（万円）（万円）（万円）（万円）                        （前年比変化率）（前年比変化率）（前年比変化率）（前年比変化率）    

売売売売    上上上上    高高高高    

営業利益率営業利益率営業利益率営業利益率    

1 海爾集団 6,025,556 48.3% 3.3% 

2 上海広電集団 3,000,961 30.4% 5.2% 

3 熊猫電子集団 2,120,500 25.9% 4.6% 

4 TCL集団 2,111,196 18.9% 3.4% 

5 海信集団 1,615,733 19.9% 1.9% 

6 四川長虹電器 1,061,763 -18.3% 1.0% 

7 蘇州孔雀電器集団 577,945 -15.5% 3.7% 

8 厦門華僑電子 577,762 5.0% 0.5% 

9 深圳華強集団 557,243 -16.9% 2.3% 

10 深圳賽格集団 506,934 -6.3% 1.7% 

出所：笵小晨「世界市場に取り組む中国の家電メーカー」三菱信託銀行、2002、香港支店 

http://www.mitsubishi-trust.co.jp/kinf/chos_pdf/c200210_3.pdf  2004.9.25 

 

表 4：2001年中国ブランド評価額ベスト 5（単位：億元） 

    

順順順順

位位位位    
ブランド名ブランド名ブランド名ブランド名    企企企企    業業業業    名名名名    

ブランドブランドブランドブランド

価値価値価値価値    

業界業界業界業界

分野分野分野分野    
所在地所在地所在地所在地    

1 紅塔山(Hong Ta Shan) 玉溪紅塔山煙草有限公司 460.00 煙 草 雲南省 

2    海爾海爾海爾海爾((((Haier))))    海爾集団公司海爾集団公司海爾集団公司海爾集団公司    436....00    家家家家    電電電電    山東省山東省山東省山東省    

3    長虹長虹長虹長虹((((Chang    Hong))))    四川長虹電子有限公司四川長虹電子有限公司四川長虹電子有限公司四川長虹電子有限公司    261....00    家家家家    電電電電    四川省四川省四川省四川省    

4 五糧液(Wu Liang Ye) 四川宜寶五糧液集団公司 156.67 酒 類 四川省 

5    TCL    TCL集団公司集団公司集団公司集団公司    144....69    家家家家    電電電電    広東省広東省広東省広東省    

出所：笵小晨「世界市場に取り組む中国の家電メーカー」三菱信託銀行香港支店、2002年。 

http://www.mitsubishi-trust.co.jp/kinf/chos_pdf/c200210-3.pdf の発表より、筆者が加筆。 

 

二、テレビ業界の成長 
    
    中国は改革開放が実施して以来、経済は著しく発展を進んできた。経済化を進歩しつつ中国

市場において、最も注目され、成長したのは家電産業である。しかし、急速な成長と共に、家

電産業また、最も競争が過酷に繰り広げられている業界である。その中でも、テレビは1980年
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代から競争を激化し、都市においては家庭への普及率が最も早く100％を超えた製品である。激

しい企業間競争が、計画経済12)の枠を切り崩しながら製品に普及率を高めてきた。表5のように、

テレビ産業の発展は1980年代前半までの導入期、1980年代後半の変動期、1990年代前半の安定

成長期と1990年代後半以降の価格競争期の四つの時期13)に分けられる。 

 

表5：中国カラーテレビ産業発展の歩み 

    

    年年年年    次次次次    主主主主        要要要要        事事事事        項項項項    

    

導導導導    

    

入入入入    

    

期期期期    

1969年 

1973年 

1978年 

1979年 

1981年 

1984－1985年 

1985年 

 

北京、上海、南京でCTV試験放送開始。 

トランジスタCTVの開発・試作成功。 

日本から第一次カラーブラウン管製造プラントの導入。 

日本からカラーテレビ組立て3ライン、部品5ラインの導入。 

初のテレビ合弁企業「福建日立電視機」設立。 

各地で日本からCTV組立生産ラインの導入ラッシュ。 

CTV国産化指導小組成立、第1回CTV国産化会議開催。 

指定メーカー制、カラーブラウン管配分システムを実施。 

    

変変変変    

動動動動    

期期期期    

1986年 

1987年 

1988年 

1989年 

日本から第二次カラーブラウン管製造プラントの導入。 

初のブラウン管合弁企業「北京松下彩色顕像管」設立。 

CTV生産台数、1000万台突破。 

CTV購入に特別消費税と国産化発展基金の徴収。 

安安安安    

定定定定    

成成成成    

長長長長    

期期期期    

1990年 

1991年 

1992年 

1994年 

1995年 

CTVの国産化発展基金廃止。 

CTVの配給キップ制廃止。 

CTVの特別消費税、輸入調節税廃止。 

CTV輸入関税率の大幅な引下げ。 

CTV生産台数2000万台突破、輸出台数500万台突破。 

価価価価

格格格格

競競競競

争争争争

期期期期    

1996年 

1997年 

1998年 

1999年 

 

2000年 

四川長虹の値下げ攻勢にテレビ各社応戦、価格競争本格化。 

CTVやブラウン管の生産ラインの新設と拡張に政府の禁止通達。 

CTV生産台数、3000万台突破。 

CTV価格の大幅な下落、ブラウン管メーカー8社共同で一時生産停止。 

大手9社による価格カルテルの結成失敗、輸出台数1000万台突破。 

出所：丸川知雄14)、郝燕書15)、天野倫文・範建亭16)などにより筆者が加筆作成。 
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  テレビの生産ラインが大量に海外から輸入されたのは導入期である。多くの企業はテレビ業

界に参入し、自社ブランドでのテレビを作り始めた。しかし、このとき生産ラインや基幹部品

すべて輸入に依存している。長虹も、軍需品から民需品への転換を図って、この時期テレビ産

業に参入した。変動期は、政府の販売価格統制が需給調整を阻害し、供給不足や在庫の大量積

み上げを繰り返すという変動が続いた時期であった。安定成長期には、政府はテレビに課して

いた国産化発展基金及び特別消費税を廃棄し、価格の自由化が進められた。TCLがテレビ業界

に参入したのはこの時期である。安定成長期が過ぎ、ついに価格競争期に突入した。1996年の

価格競争の火元は長虹である。この価格競争、企業の利幅を引き下げ、各テレビ製造会社は対

応に迫られた。具代的な措置は、海外への輸出転換・製品開発・コストの削減・アフターサー

ビスの強化である。しかし、こうした対応に失敗した企業が多く現れ、結局他社に買収される

運命となった。よって、テレビ業界の再編が急速に進んだ。また、価格競争を通じて市場シェ

アランキングも大きく変化した(表6)。 

 

表6：中国カラーテレビランキング    

 

順位順位順位順位    1996年年年年    1997年年年年    1998年年年年    1999年年年年    2000年年年年    2001年年年年    

1    長虹 長虹 康佳 長虹 長虹 TCL 

2    康佳 康佳 TCL 康佳 TCL 長虹 

3    松下 TCL    長虹 TCL 康佳 創維 

出所：丸川知雄『中国企業の所有と経営』(アジア経済研究所、2002)より筆者が加筆作成。 

 

(1)長虹のテレビ生産 
 

 長虹のテレビ生産は、軍民転換政策として始まった。1979年にテレビの試作と量産を始め、

1985年には国家プロジェクトとしてカラーテレビ生産を行う許可を受け、松下の生産ラインを

導入した。その後、技術改新によって、生産ライン6本を独自に設計して生産能力を拡大した。

1992年には中国企業で初めて年産100万台を突破するに至った。さらに、1999年に生産能力は

1200万台に達したとも言われている。こうした生産能力の拡充を背景に、長虹は価格競争(表7)

を仕掛けていった17)。 
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表7：中国のテレビ価格競争 

 

    発動者発動者発動者発動者    年年年年    次次次次    経経経経        緯緯緯緯    

第1回 長虹 1989年 長虹がテレビ価格を350元引下げた。 

第2回 長虹 1996年 17～29インチテレビ価格を8～18％の幅で引下げ、業界の再

編を進んだ。 

第3回 高路華 1997年 超低価格テレビを発売、業界の低価格化さらに進んだ。 

第4回 康佳・TCL 1998年 康佳・TCLが特価テレビを発売し、市場シェアを伸ばした。 

第5回 長虹 1999年 長虹がカラーテレビ価格を1台平均1000元引き下げた。 

第6回 長虹 2000年 康佳・TCLなど9社のテレビメーカーがカルテルを結成し、

対抗しようとしたが、小売が安売りを仕掛け、事実上崩壊。 

出所：丸川知雄『中国企業の所有と経営』（アジア経済研究所、2002年）より筆者が加筆作成。 

 

(2)TCLのテレビ生産 
 

 1992年、電話機市場で一定のシェアを確保したTCLはテレビ業界への参入を決断した。当時

のテレビ業界は、ちょうど緩やかな規制価格のもとで、高利潤が保証され、多くの企業の参入

が相次いだ時期であった。1992年11月、TCLの技術者が内聯という、資本関係を持たない緩い

関連企業を設立し28インチカラーテレビ1500台を試作し販売した。そこで、大型テレビ需要の

根強い手応えを感じたTCLは、本格参入にあたって特異な方法をとった。すなわち、自社で工

場を設立するのではなく、他社へOEMに出し、TCLブランドのテレビを量産する方法である。

こうして、TCLはテレビ市場のシェアを確実に伸ばし、1996年の価格競争後、国内シェア3位以

内に食い込むようになった18)。 

 また、強いテレビメーカーとして青島市の海爾と海信19)、深圳の創維などがあげられる。青

島市の 2社は基本的には生産コストの低さと地元市場の大きさを基盤にしている。加えて海爾

の場合には高水準のアフター・サービスの提供や製品デザインの差別化が重要な競争力の要因

となっている20)。また、海信はそうした海爾の経営戦略を身近に観察し、それを模倣すること

によって力を付けてきているといわれる。 

 このような苛烈な価格競争のおかげで、海爾や TCLなどの総合家電メーカーを誕生させたと

同時にテレビの品種は増え、品質も上昇し、アフター・サービスも拡充されており、消費者の

厚生水準は上がった。一方、激しい価格競争によって企業が赤字になれば技術開発のための投

資をする余裕がなくなる恐れもある21)。 
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三、厳しい市場の現状から生まれる日中の提携 
    

中国家電メーカーは、過当競争によって利益率が大幅に低下し、業績は急速に悪化している。

WTO加盟でさらに拍車がかかる競争に生き残るためにも、技術力や経営力を持つ外資との連携

を重視するようになってきた。最近、海外、特に発展途上国に現地工場を設け、海外進出を図

ったり、輸出するというように、海外進出が盛んになってきている。 

一方、日系の家電メーカーが中国ローカル企業に押されている。日系メーカーを見ると、ソ

ニーのテレビはある程度健闘しているが、一般的には苦戦しているようである。より大きい市

場を獲得するため、日本と中国の大手家電メーカーの提携が進んでいる。このように、中国の

経済発展と日本経済の成熟という環境の変化が、新たな日中経済交流の扉を開いた。 

 

（1）「三洋電機」と「海爾」の提携 
 

2002年 1月、日本の電気業界に衝撃が走った。その原因は日本電気メーカー大手の一角を占

める三洋電気が、中国最大の電機メーカー海爾集団と提携22)を発表したのである。長年、世界

のトップランナーと認めてきた日本の電気メーカーの中国企業との提携は、中国企業の発展ぶ

りを物語ると同時に、日本企業の生き方を変えるものとして、大きな注目を集めている。 

2002年2月には、両社は合弁で「三洋海爾」（三洋電機が60％、海爾が40％を出資）を設立し、

5月より家電量販店のベスト電器や大手スーパーのジャスコなどの家電売り場で洗濯機と冷蔵

庫の販売を開始した。｢海爾｣ブランド家電の日本販売開始は中国家電メーカー初の日本上陸と

なる。 

今後、海爾は三洋の販売網を利用して海爾製品（ブランド名は Haier）を日本市場で販売し、

三洋電機は海爾が中国で展開する 9,000 の販売拠点で、海爾が製造していないデジタルカメラ

などを中心に販売していく。 

現在、日本市場で販売している商品の種類は50～125 リットル容量の中小型冷蔵庫、全自動

洗濯機、電気冷凍庫(フリーザー)、ワインクーラーなどである(表8)。2002年中に10品目以上の

商品を日本市場で売り出し、市場の反応を見極めて2003 年に約30 品目の商品を日本で出す予

定。2002 年の日本での売上高は60 億円に上ると見込んでいる。 
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表8：「三洋海爾」が日本で販売する海尓製品の第一弾 

    

 製品のタイプ、容量 

冷蔵庫 50/90/125リットル 

洗濯機 5キログラム 

電気冷蔵庫 60/100リットル 

ワインクーラー 82リットル（22本収納可能） 

出所：笵小晨「世界市場に取り組む中国の家電メーカー」三菱信託銀行香港支店、2002 年、

http://www.mitsubishi-trust.co.jp/kinf/chos_pdf/c200210-3.pdf   P.6 参照。 

 

販売価格については国内で同型商品がほとんどないため、簡単に比較できないが、類似製品

に比べるとほぼ同じ値段か2割安い程度で売られている。日本市場での展開は低価格よりも商品

デザインの良さで勝負する戦略を取っていると｢海爾｣はアピールしている。一方で、合弁販売

会社の｢三洋海爾｣以外に2002 年1月に｢海爾｣は100％出資の販売会社も日本に設立した。小規模

ながら今後ニッチな中低価格家電を中心に独自の販売も行っていく計画23)がある。 

 

（2）「松下」と提携する「TCL集団」 
 

松下電器産業も2002年4月に中国大手家電メーカーのＴＣＬ集団と家電事業で包括提携した

ことを発表した。主な内容としては｢TCL｣が｢松下｣製品の中国農村部での販売を請け負い、そ

の見返りとして｢松下｣が｢TCL｣にプラズマディスプレイなどのハイテク技術やコンプレッサー

などの主要家電部品の供給をするという相互補完的な契約である。 

｢TCL｣にとっては提携を通じて｢松下｣から安定的な部品供給と技術導入が得られ、国内同業

他社との製品差別化が図れる一方で、｢松下｣にとっては｢TCL｣の中国全土における32の地域販

売公司、174 の営業所、4,000 の代理店及び約20,000 の小売店を通じて中国農村部市場にアク

セスすることが可能になる。このような膨大な販売網は外資にとっては長時間、大量投資をお

こなっても得難いものであり、中国市場でのシェア獲得の大きな助けとなろう。 

しかし、三洋と海爾の関係のように、松下がTCL製品の日本販売に協力するところまで踏み

込むのかなど課題は残る。TCL集団は、松下との提携のほかに、東芝や住友商事などに株式を

譲渡することも発表しており、今後も生き残りを賭けて、日中の家電メーカーの合従連衡が進

んでいくものとされる。 
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まとめ 
 

 本稿はまず中国における家電産業の流れを中心に研究を行った。家電産業の歴史的な変遷か

ら現状までに至る軌跡をレビューしてきた。中国経済発展において、問題となっていた都市と

農村の大きな格差は家電産業にも反映されている。これから農村における市場の開拓は大きな

課題となる。一方、現在の農村市場は巨大の発展余地を見せている、今後家電産業に持続的な

発展を維持するためにも重要な部分である。 

 家電産業の中のテレビ業界は最も競争激しい業種である。本稿はテレビ業界の成長は4段階を

分けて分析し、その特徴を明らかにした。テレビ業界の急成長と共に、大手家電メーカーも誕

生した。ここで取り上げた長虹とTCLは、異なるやり方で市場シェアを伸ばしてきた、厳しい

現実の中でこれらの企業は勝ち組という事実は間違いない。今後、地域の発展と合致する戦略

を生かして、かつ製品の競争力を維持することや製品のサイクルを延長することは家電企業に

とって努力すべき点と筆者が思う。 

 最後の中日企業の提携については、日本企業は中国市場でシェアを伸ばしたいという一心で、

中国企業は技術を獲得することや国際化を通じて新たの市場を開発し、これによって企業の生

存空間を拡大しようとしている。戦略提携は強者連合･強者と弱者の連合･弱者連合の三つのタ

イプとよく言われる。本稿で取り上げた戦略提携はまさに強者連合と言っても過言ではない、

今後さらに企業の提携に注目する必要があると思う。 

 

 

＜注＞ 
 
1) 王蘊紅「中国家電産業の苦境と希望」『経済参考報』2002 年 10月 28 日掲載。 
2) 丸川知雄「家電産業の産業政策」『中国の産業構造と経済発展戦略』（日中経済協会、1990 年）。 
3) 上海広電は中国の電子情報産業の上位 100 社以内にランキングされ、傘下に 120 社を抱える巨大な国
有家電メーカーである。上海に進出している多くの日系家電メーカーとも合弁先として密接な関係にあ
る。 

4)  1980 年に発足した中国の総合家電大手メーカー。当初は電話機器でスタートし、現在白物、パソコン、
携帯電話やおよび携帯情報端末などに多角化を進んでいる。 

5)  北京テレビ局がテレビ放送を開始したのは 1958 年であり、日本(NHK、1953 年)より約 5 年遅れのス
タートであった。しかし、カラーテレビの開発では、1960 年に本放送を開始した日本より 10 年以上も
遅れた。 

6)  例えば 1981 年の時点で、都市部におけるカラーテレビ、冷蔵庫、洗濯機の百世帯当たりの保有台数
はそれぞれ 0.6 台、0.2 台、6.3 台にすぎなかった。総人口の 8 割を占めていた農村部においては、都
市部に比べてさらに低い状況であった。 

7)  天野倫文・範建亭「日中家電産業発展のダイナミズム」『経営論集』第 58 号、2003 年、pp.128-129。 
8) この都市というのは、いわゆる沿海部の都市と内陸部の都市を含めた都市全体の平均であるので、沿

海部の都市に限ればさらに数字が高くなり、冷蔵庫にせよ、洗濯機にせよほぼ 100％に近い普及率に
なっていると推測される。 

9) 船矢祐二「中国経済の現状と対中投資」JMC2002.4、2002 年、pp.4-5。 
10) 周牧之「情報革命と中国の工業化―電子産業と地域開発を中心に―」（財）国際開発センター98－

01004、http://www.taf.or.jp/publication/kjosei_15/pdf/P352-P360.pdf、2004/10/12。 
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11) 范小晨「世界市場に取り組む中国の家電メーカー」三菱信託銀行香港支店、2002年、p.2。 
12) 計画経済とは、経済を市場競争に任せるのではなく、国家が「五ヵ年計画」といった経済計画を策
定、生産・分配・流通・金融を統制し、経済を運営していこうとする体制のこと。1990 年代半ば頃から、
中国は市場経済体制を導入し始めた。 

13) 丸川知雄『中国企業の所有と経営』（アジア経済研究所、2002年）、pp.180-183。 
14) 丸川知雄「市場経済移行のプロセス―中国電子産業の事例から」『アジア経済』第 37 巻第 6 号、1996
年。丸川知雄『市場発生のダイナミクス―移行期の中国経済』（アジア経済研究所、1999 年）。 

15) 郝燕書『中国の経済発展と日本的生産システム―テレビ産業における技術移転と形成』（ミネルヴ
ァ書房、1999 年）。 

16) 前掲（注 7）p.60 参照。 
17)  前掲（注 13）pp.185-186 参照。 
18) 前掲（注 13）p.206 参照。 
19) 2002 年 9 月、住友商事株式会社と合弁で、家電事業会社「サミット・ハイセンス株式会社」を日本
に設立することに合意した。新会社サミット・ハイセンスのターゲット・コンセプトは「中国－日本（更
に海外）間における家電分野でのビジネス・プラットフォームの形成」であり、家電製品及びそれに使
用される部材・部品、技術等の双方向の交流を促すインフラ機能の提供である。サミット・ハイセンス
は海信集団製及びその他中国製家電製品の日本市場への拡販だけでなく、海信集団が日本から導入する
技術の斡旋業務と日本から買い付ける部品の輸出業務を担う。又、住友商事の世界的なネットワークを
利用した世界市場への進出、開拓、拡販等の海外展開も積極的に行う。更に、海信集団の中国国内の流
通ネットワークを活用し、高級家電製品の中国市場への供給を視野に、将来的に中国における家電量販
小売業への進出を図る予定である。 

20) 大原盛樹「経営戦略と企業家の役割―海爾と長虹のケース―」『中国企業の所有と経営』（日本貿易
振興会アジア研究所、2002 年）。 

21) 田島俊雄・江小涓・丸川知雄『中国の体制転換と産業発展』（東京大学社会科学研究所、2003年）、
p.64。 

22) 2002 年 1 月 8 日、海爾は三洋電機との包括提携を発表し、三洋電機との合弁会社「三洋ハイアール」
(本社：大阪)を通じて海爾ブランドの商品を 2002 年の春より日本で販売することになった。 

23) 前掲（注 11）p.6 参照。 
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